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1．緒　　言
（1）研究の背景
これまで，ドーピングの撲滅に向けて世界中で様々
な取組が進められてきた。しかし，依然としてドーピ
ングの撲滅には至らず，ドーピングは世界のスポーツ
界の大きな課題となっている。このような中，アンチ・
ドーピングの世界統一規程である世界アンチ・ドーピ
ング規程（以下，「WADA規程」という。）が改訂さ
れ，2015年 1月 1日から新たなWADA規程が有効と
なっている 1)。今回のWADA規程の改訂の重要な点
に，インテリジェンス収集及びドーピング捜査が国内
アンチ・ドーピング機関に求められるようなったこと
があげられる。加えて，政府には国内アンチ・ドーピ
ング機関との協力やインテリジェンス収集及びアン
チ・ドーピング機関間のデータ共有のために法令，規
則，政策又は行政事務手続きを行うことが定められて
いる。
インテリジェンスとは，競技者自身が発信する情報
（Twitter，Facebook等の SNS），競技者居場所情報，競
技成績の急激な向上，競技大会スケジュール，行政機
関（税関，警察等）から入手する情報，また，競技者
から採取した血液や尿検体から得られる生体指標を経
時的に収集・評価することによる禁止物質や禁止方法
の使用の可能性を評価するアスリート・バイオロジカ
ル・パスポート（以下，「ABP」という。）の数値等，
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競技者に関連する様々な情報を総合的に評価し，その
評価内容をもとに，ドーピングをしている可能性の高
い「競技者」や「タイミング」を特定しドーピング検
査の立案を行うなど，アンチ・ドーピング規則違反者
の摘発に対して実効性を高めるための対応を講じる取
り組み 2)とされている。
ドーピング捜査とは，アンチ・ドーピング規則違反
の可能性を否定すること，又は手続きの開始を支援す
る証拠を積み上げるために，分析的，非分析的な情報，
インテリジェンスについて捜査すること（ABPに基づ
く違反が疑われる場合を含む）3)をいう。たとえば，実
際の事例をあげると，税関は，禁止物質が輸入される
事実を通常業務の中で把握する。税関は，この情報を
2週間ごとの定期的な報告で国内アンチ・ドーピング機
関に報告する。国内アンチ・ドーピング機関は，この
情報から輸入者が競技者であることを特定し，競技者
に禁止物質について問い合わせる。しかし，競技者は
禁止物質の輸入について否定したので，ドーピング捜
査によりさらに詳細なインテリジェンス収集を行い，
これらを分析・評価することで，競技者が海外で知ら
れている供給業者からの禁止物質を購入するために国
際的な振替プロバイダーを通して 3回の送金をした事
実を確認する。この結果，この競技者は所定の手続き
にしたがってアンチ・ドーピング規則違反となる 4)。
このように，インテリジェンス収集及びドーピング
捜査により，検体採取・分析によらないアンチ・ドー
ピング規則違反の特定ができることや競技会外検査の
実施対象競技者の選定及び実施タイミングを絞り込む
Target Testingを実施することで，諸外国では大きな成
果が報告されている 4)。アンチ・ドーピング先進国と
言われているオーストラリアや英国では既にインテリ
ジェンス収集及びドーピング捜査の体制が構築されて
いる。オーストラリアでは，WADA規程の改訂作業が
はじまる以前から積極的にインテリジェンス収集及び
ドーピング捜査が取り入れられていた 5)。英国では，
2012年にロンドンオリンピック・パラリンピック競技
大会（以下，「2012年ロンドン大会」という。）の開催
を控える中，インテリジェンス収集及びドーピング捜
査の体制を構築し，2012年ロンドン大会の開催前から
のアンチ・ドーピング規則違反者の摘発を目指した。
日本では，2020年東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会（以下，「2020年東京大会」という。）が開
催される。日本は，2020年オリンピック・パラリン
ピック競技大会（以下，「2020年大会」という。）の招
致段階で既に国際オリンピック委員会（以下，「IOC」
という。）に対してインテリジェンス収集及びドーピン
グ捜査の体制構築を確約している。IOCは，2020年大
会においては，申請ファイルの提出時にアンチ・ドー
ピングに関する政府保証を求めている。2016年大会の
招致では立候補ファイル提出時にアンチ・ドーピング
に関する政府保証を求めていたが，2020年大会では申
請都市の段階で当該政府保証の提出を求めるととも
に，2020年大会の開催にあたっては開催国にインテリ
ジェンス収集及びドーピング捜査の体制を条件とした
のである 6)。これに加えて，前述のとおりWADA規程
の改訂においては，アンチ・ドーピング機関によるイ
ンテリジェンス収集及びドーピング捜査の実施及び政
府による法令，規則，政策又は行政事務手続きが規定
された。しかしながら，現在のところ日本ではインテ
リジェンス収集及びドーピング捜査の体制が構築され
ていない状況である。文部科学省においては，2016年
1月に「アンチ・ドーピング体制の構築・強化に向け
たタスクフォース」（以下，「タスクフォース」という。）
が設置され，2020年に向けたアンチ・ドーピング体制
の構築・強化について検討が行われており，インテリ
ジェンス収集及びドーピング捜査の体制についても検
討中である 7)。
（2）先行研究の動向
諸外国ではアンチ・ドーピングに関する研究は積極
的に行われてきた。この中でインテリジェンス収集及
びドーピング捜査に関する研究については，オースト
ラリアを中心として行われている。これらの研究をみ
ると，インテリジェンス収集及びドーピング捜査の方
法自体に着目した研究，オーストラリア・アンチ・ドー
ピング機構（以下，「ASADA」という。）の先進性に着
目した研究などがみられる。前者としては，オースト
ラリアン・フットボール・リーグにおける禁止薬物の
使用に関するドーピング捜査の事例から当該リーグで
の禁止薬物の使用の実態とドーピング捜査における課
題を明らかにしている研究 8)。オーストラリアにおけ
る検体採取・分析によらない違反に関する研究から，
インテリジェンス収集やドーピング捜査における聞き
取り調査の実態について検討している研究 9)などが行
われている。後者については，ASADAの役割及び機
能とインテリジェンス収集及びドーピング捜査に関す
る研究からASADAにおけるインテリジェンス収集及
びドーピング捜査の有効性について実証している研
究 10)11)。オーストラリア及びASADAにおけるWADA
規程の遵守のための政策過程の研究からASADAは設
立時からインテリジェンス収集及びドーピング捜査の
機能を持ち最先端のアンチ・ドーピング活動を目指し
ていたことを明らかにしている研究 5)などが行われて
いる。
日本では，IOCからWADAに国際的なアンチ・ドー
ピング体制が移行し，ユネスコ「スポーツにおけるドー
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ピング防止に関する国際規約」（以下，「ユネスコ国際
規約」という。）が締結される時期までに国内外のアン
チ・ドーピング体制に関する研究 12)13)14)が行われてい
る。しかし，インテリジェンス収集及びドーピング捜
査に関する研究については，国内の一部の学会で議論
されている事例注 1)はあるものの，現在のところは希
少である。
以上のように，オーストラリアなどにおいてはイン
テリジェンス収集及びドーピング捜査に関する研究が
行われ，その成果について実証されてきた。しかし，
日本においては新たな手法であるインテリジェンス収
集及びドーピング捜査に関する研究は十分とはいえな
い状況にある。
（3）研究の目的
前述のとおり，オーストラリアや英国では，既にイ
ンテリジェンス収集及びドーピング捜査の体制を確立
している。IOCは，2020年東京大会に向けて，インテ
リジェンス収集及びドーピング捜査の体制を構築する
ことを要請しており，ジョン・コーツ IOC調整委員会
委員長は書簡で「オーストラリアや英国が導入してい
る，WADA規程 5.8条（インテリジェンス収集及び
ドーピング捜査）に必要な法律や手続きを日本が調査
することを推奨する。」7)と述べている。加えて，文部
科学省はタスクフォースの中間報告において，2020年
に向けたアンチ・ドーピング体制の構築・強化のため
に法的措置も検討することとしており，既にアンチ・
ドーピング法を制定しているドイツ，フランス，イタ
リアなどの国を参考にすることも必要であると考えら
れる。ドイツは，先行研究でスポーツ団体の地位及び
刑法理論において日本と共通性を有するといわれてい
る注 2)ことや 2015年に制定したアンチ・ドーピング法
を有することから，アンチ・ドーピング法を有する国
の中で日本が参考にするべき国はドイツが最も適して
いると考えられる。
このようなことから，本論では日本，オーストラリ
ア，英国，ドイツのアンチ・ドーピングにおけるイン
テリジェンス収集及びドーピング捜査の体制を比較す
ることで，今後の日本のアンチ・ドーピング体制の構
築のための示唆を得ることを目的とした。
2．研究方法
（1）比較の枠組み
本論では，国内アンチ・ドーピング体制の確立まで
の経緯，アンチ・ドーピング関係法令・政策，インテ
リジェンス収集の方法，ドーピング捜査の方法を比較
分析の視点とした。各国の体制を比較するにあたって
は，インテリジェンス収集の方法及びドーピング捜査
の方法に加えて，現在の国内アンチ・ドーピング体制
を確立するまでの経緯を比較分析の視点とするのは，
先行研究において国際比較を行うにあたっては各国の
共通の問題に対する異なる対応の捉え方には十分注意
が必要であり，事前に各国の政府・政策の構造やスポー
ツの展開・組織等については理解しておくこと 15)が重
要であるとされているためである。加えて，アンチ・
ドーピング関係法令・政策を比較分析の視点とするの
は，インテリジェンス収集及びドーピング捜査につい
てはWADA規程では政府が法令・政策等を定めるこ
とが規定されていること，IOCからは他国の法令や手
続きを含めて調査をすることが推奨されているためで
ある。このことから，本論では前述の比較分析の視点
を導入することとした。
（2）調査対象
日本，オーストラリア，英国，ドイツの法令や国内
アンチ・ドーピング規程等の関係規程，政府や国内ア
ンチ・ドーピング機関の関係文書，その他アンチ・ドー
ピング関する文献等を対象として文献調査を行った。
3．結　　果注 3)
（1）国内アンチ・ドーピング体制の確立までの経緯
①オーストラリア
オーストラリアのアンチ・ドーピング活動は，1979
年から 1982年にかけてオーストラリア・スポーツ医学
協会が実施した国内のスポーツにおける薬物使用に関
する実態調査の結果から，スポーツでの薬物使用が幅
広い年齢層，あらゆる競技種目，すべての競技レベル
に及んでいることがわかり，この対策を迫られたこと
にはじまる 16)。1985年には，国のスポーツ行政全般に
責任を持つオーストラリア・スポーツ・コミッション
（以下，「ASC」という。）が設立され，この組織内にあ
るアンチ・ドーピングプログラム委員会がアンチ・ドー
ピング活動をはじめる。
しかし，競技者の薬物使用の蔓延や指導者の関与な
ども判明するなど，ドーピングが大きな問題となり，
1988年には上院議会に調査委員会が設置されて実態
調査が行われるなどの対応策が検討され，この結果
1990年には調査報告書が提出される。本報告書では，
スポーツにおける薬物問題の撲滅のために独立した機
関が必要であるとされ，この結果を受けて，政府は
Australian Sports Drug Agency Act 1990により独立し
た行政機関としてオーストラリア・アンチ・ドーピン
グ機構（以下，「ASDA」という。）を設立する 16)。
政府は，2006年に Australian Sports Anti-Doping 
Authority Act 2006（以下，「ASADA法」という。）に
より ASDAを発展的に解消し新たなアンチ・ドーピン
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グ機関である ASADAを設立する。これは，2004年に
起きたMark French事件注 4)がきっかけとなり，アン
チ・ドーピング規則違反の捜査権限などを強化したア
ンチ・ドーピング機関の必要性が高まったことによ
る 5)。オーストラリアは，常に世界でも先端的なアン
チ・ドーピング活動を展開してきた。このため，WADA
は，これまでオーストラリアの手法をWADA規程に
取り込むなど模範的な国として位置づけている。
②英国
英国では，1972年にロイヤルチャーターを得て誕生
した非省庁公的機関であるスポーツカウンシルが，そ
の設立以来，政府に代わって英国のスポーツ政策の策
定・展開において中心的な役割を担ってきた。英国で
は，このスポーツカウンシル内に薬物局が設置され情
報取集と検査対象者の決定を行い，別の機関である薬
物コントロール教育センターが検体の分析と教育啓発
活動を行うとともに，両者の調整を薬物関連組織であ
る禁止薬物アドバイザリーグループが担うというシス
テムであった 16)。
英国では，1960年代以降，競技者の薬物使用が各種
の調査により確認され，その競技種目も特定の競技種
目から多くの競技種目に広がりをみせるとともに，高
い競技レベルの競技者から低いレベルの競技者，さら
にはスポーツクラブなどの一般レベルまで広がってい
た。その後，英国のアンチ・ドーピング政策が有効に
実施されていないとのことから，2007年には英国下院
科学技術委員会によって問題提起がなされる。同委員
会は，ドーピングを管理する責任のある組織が，利害
の衝突の問題を抱えている可能性があると指摘し，
「UKスポーツや，個々の競技の国家的な管理運営機関
から独立して，そうした管理を行う機能を果たす，何
か別の組織を設立する」ことを提言した。UKスポー
ツは，まず，2007年 1月に独立したアンチ・ドーピン
グ・パネルを設立することを発表する 17)。当初スポー
ツカウンシルが中心となって実施されてきたアンチ・
ドーピング活動はこのころ UKスポーツが引き継ぎ，
アンチ・ドーピング部門が設立されWADA規程の署
名当事者として国内アンチ・ドーピング機関の役割を
担っていた。しかし，UKスポーツは国費や国営宝く
じなどの公的資金をスポーツ団体に配分するため
1996年に設立された団体で，競技力向上とアンチ・
ドーピングとの利益相反の恐れが指摘され中立性が求
められるようになっていた。このため，2012年ロンド
ン大会の開催決定を契機として，2009年に国内アン
チ・ドーピング機関の設置及び政策目的等を規定する
UK National Anti-Doping Policyが制定されるととも
に，UKスポーツから独立する形で UK Anti-Doping
（以下，「UKAD」という。）が設立される 18)。
UKADは，非省庁公的機関であり英国のアンチ・
ドーピング活動を一元的に担う機関である。英国の文
化・メディア・スポーツ省の所管で理事も同省によっ
て任命され，予算も配分される。UKADが設立された
2009年には文化・メディア・スポーツ省から 4億 3,700
万円の予算が措置され，アンチ・ドーピング活動への
支援の強化が図られている 19)。
③ドイツ
旧東ドイツにおけるドーピング問題を抱えるドイツ
では，ドイツのスポーツ統括団体であるドイツスポー
ツ連盟（以下，「DSB」という。）がアンチ・ドーピン
グ活動の中心的な役割を担ってきた。その活動は，1970
年に DSBが策定したアンチ・ドーピングに関するガイ
ドラインにはじまる。その後，DSBのアンチ・ドーピ
ング委員会とドイツオリンピック委員会のアンチ・
ドーピング委員会が 2002年に新たに設立された国内
アンチ・ドーピング機構（以下，「NADA」という。）
へと統合される。2004年にはドイツ・アンチ・ドーピ
ング規程（以下，「NADA規程」という。）が策定さ
れ，2006年にはドイツオリンピックスポーツ連盟がア
ンチ・ドーピングに関するアクションプランを策定し，
さらに国内体制を強固なものとしている 20)。
ドイツでは団体自治の伝統が強くスポーツ団体も民
間団体として自立性を承認されてきた。アンチ・ドー
ピングについても民間団体において制度が整備され
様々な活動が行われてきた。ただし，ドイツ政府は補助
金交付に条件をつけることで各スポーツ団体が競技者
にNADA規程を遵守させる仕組みを確立している 20)。
④日本
日本のアンチ・ドーピング活動は，1972年札幌冬季
オリンピック競技大会でドーピング検査が実施される
ことにはじまる。1988年には日本体育協会にスポーツ
科学委員会の下部組織として「アンチ・ドーピング対
策班」が設置されるとともに，日本オリンピック委員
会（以下，「JOC」という。）では，1991年に選手強化
本部の科学・情報専門委員会に医事対策班を設置して
ドーピング対策をスタートさせている 21)。1993年には
日本体育協会と JOCのこれまでの活動を踏まえて両
団体の合同アンチ・ドーピング対策班会議が設置 22)さ
れ，日本のスポーツ界のアンチ・ドーピング活動が推
進される。
しかし，1996年，アトランタオリンピック競技大会
の直前に IOC医事委員会のメロード委員長から名指
しで日本のドーピング検査数が極端に少ないというこ
とが指摘され，このコメントは世界中に報道されるこ
ととなった 22)。このため，同年，国内アンチ・ドーピ
ング機関の必要性について検討するために JOC，日本
体育協会，日本プロスポーツ協会，各界の学識経験者
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などで構成される「アンチ・ドーピング体制に関する
協議会」が設立される。1998年同協議会は「日本にお
けるアンチ・ドーピング体制について」（提言）を取り
まとめ，2000年には日本アンチ・ドーピング機構設置
準備室が設置 22)されている。2001年に JOC，日本体育
協会などの支援により財団法人日本アンチ・ドーピン
グ機構（以下，「JADA」という。）が設立された。2012
年には公益財団法人として認可され現在の JADAと
なっている。2006年には日本政府がユネスコ国際規約
を締結したことを踏まえて，文部科学省は同国際規約
を履行するために 2007年に「スポーツにおけるドーピ
ング防止に関するガイドライン」（以下，「ガイドライ
ン」という。）を策定し，このガイドラインにより JADA
を国内アンチ・ドーピング機関として指定している 23)。
このように日本では，これまで民間団体である公益
財団法人の JADAが国内アンチ・ドーピング機関とし
て国内のドーピング・コントロールをはじめとするア
ンチ・ドーピング活動の中心を担ってきた。
⑤各国比較
各国のアンチ・ドーピング体制の確立までの経緯を
みると国内アンチ・ドーピング機関の設置形態や性格
は，当該国のスポーツ関係団体の設置形態や性格に規
定されていることが示唆された。国内アンチ・ドーピ
ング機関を設置するにあたっては，オーストラリアで
は行政機関，英国では日本の独立行政法人と類似した
位置づけである非省庁公的機関として設置されてい
る。オーストラリア，英国の国内アンチ・ドーピング
機関は，ともに政府の下で公的な性格を確保しながら
執行機関としての役割を担う機関であった。両国にお
いては，国内アンチ・ドーピング機関に限らず，スポー
ツの推進組織である ASCや英国の UKスポーツも同
様の性格の組織である。ASADA及びUKADについて
は，もともと ASCや UKスポーツから独立した組織で
あり，これらの国内アンチ・ドーピング機関の組織と
しての性格のルーツは元の組織にあるといえる。一方，
ドイツと日本の国内アンチ・ドーピング機関は民間団
体である。日本の JADAは公益財団法人であるが，ド
イツの NADAも日本の財団法人と同様の法人格の団
体である。ドイツと日本は，スポーツ団体自体がその
自立性を尊重されて発展してきた経緯から，国内アン
チ・ドーピング機関においても，スポーツ団体と同様
に独立した民間団体として設立されている点が類似し
ている。
日本は，これからも JADAの民間団体としての性格
を維持することを想定している。今後，ドイツの
NADAの役割・権限などについて詳細な調査を行うこ
とは有効であると考えられる。現在ロシアの組織的
ドーピングが問題となっている。このような中で，こ
れまでオーストラリアや英国が国内アンチ・ドーピン
グ機関の独立性を高めることに努力してきた点につい
ては注視するべきである。
（2）アンチ・ドーピング関係法令・政策
①オーストラリア
オーストラリアは，2003年にコペンハーゲン宣言に
署名しWADA及びWADA規程を支持する 24)ととも
に，2006年にユネスコ国際規約を締結している 25)。
オーストラリアでは，アンチ・ドーピング法は存在し
ないが，ASADA法により法的に ASADAの役割や権
限を規定することで行政機関としての取組を可能にし
ている。具体的には，国内アンチ・ドーピング計画の
立案，ASADAの設置及び機能，規律パネルの設置及
び機能，情報管理などについて規定されている。この
中で，ASADAの設置及び機能として，ASADAの機
能は最高執行責任者（以下，「CEO」という。）がその
機能を果たすとし，CEOの機能としてドーピング検査
業務，安全事項に関するプログラム，教育，調査研究，
情報収集などが規定されている。このほか，CEOの権
限，CEOの任命，CEO支援要員なども規定されてお
り，CEOに対して権限を与え ASADAを機能させるよ
うに規定している点はASADA法の特徴といえる。こ
のほか，ASADA法に基づきオーストラリア・アンチ・
ドーピング規則及びオーストラリア・アンチ・ドーピ
ング・スキーム（以下，「NADスキーム」という。）が
規定されている。これらにWADA規程を盛り込むこ
とで国内規程の整備を図っている。
ASADAは，行政機関であることから，ASADAが
取り扱う情報の管理については，WADA規程に加え
Australia Government Investigations Standard 2011
（オーストラリア政府捜査基準）を遵守する必要があ
る。州レベルの薬事法制ではWADA規程で禁止され
ている物質の一部が規制されている。例えば，クイー
ンズランド州の Drug Misuse 1989では，アンフェタミ
ン，コカインなどが対象となっており不正取引や所持
が禁じられている 26)。
②英国
英国は，2003年にコペンハーゲン宣言に署名し
WADA及びWADA規程を支持する 24)とともに，2006
年にユネスコ国際規約を締結している 25)。英国では，
アンチ・ドーピング法は存在しないが，前述のとおり，
UK National Anti-Doping Policyで政策目的と政策実
現の枠組みを規定している。この UK National Anti-
Doping Policyは，英国の国会で承認された政策であ
る。具体的には，政策の目的，UKADの役割及び責任，
スポーツ団体の役割及び責任，パネルの役割及び責任
などが規定されている。この中で，UKADの役割及び
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責任としては，WADA規程及びユネスコ国際規約の遵
守，国際的アンチ・ドーピング政策への協力，国内規
程の整備，教育及び研究の促進，ドーピング検査，ア
ンチ・ドーピングにおけるインテリジェンスの開発，
政策への遵守のモニタリングなどが規定されている。
英国では，UK National Anti-Doping Policyに基づい
て国内のアンチ・ドーピング規則である UKアンチ・
ドーピング規則が策定されWADA規程の遵守のため
の実体的・手続的規程の整備を図っている。
英国には，国の薬事規制があり，薬品の販売・流通
を規制し免許制としたMedicines Act 1968（薬事法）及
び指定薬物の所持・販売・輸出入を禁じたMisuse of 
Drugs 1971（薬物不正使用禁止法）がある。1996年に
は改正が行われステロイド剤などの競技力向上を目的
とした物質も規制対象となっている。その後，英国で
は指定薬物を決定する機関である薬物不正使用に関す
るアドバイザリー委員会（以下，「ACMD」という。）
に，UKADと ACMDの禁止薬物の使用に関する調査
研究の結果が提出される。これにより国内の広範囲に
わたり使用されている薬物のエビテンスが示され，エ
リスロポエチン，ヒト成長ホルモンなどのこれまで指
定薬物となっていなかったWADA規程による禁止物
質が追加されている 4)。なお，国内アンチ・ドーピン
グ機関である UKADは，インテリジェンス収集及び
その情報管理にあたっては Data Protection Act 1998
（情報保護法）を遵守することとなっている 18)。
③ドイツ
ドイツは，2003年にコペンハーゲン宣言に署名し
WADA及びWADA規程を支持する 24)とともに，2006
年にユネスコ国際規約を締結している 25)。ドイツでは，
2015年に Gesetz gegen Doping im Sport 2015（スポー
ツにおけるアンチ・ドーピングのための法律）が制定
されている。本法律では，ドーピング物質・方法の不
法な取扱，自己ドーピング，罰則，没収及び没収物，
法令文書の許可，薬物の情報提示の要件，情報共有，
個人情報，健康情報，仲裁などが規定されている。
ドイツでは，これまで 1976年に制定された Gesetz 
ueber den Verkehr mit Arzneimitteln Arzneimittelgesetz
（薬事法）を改正することでドーピングに関する禁止物
質についても規定してきた。1998年の改正では薬物濫
用規制の拡大にともないドーピングの一部が刑事訴追
の対象とされ，他人に対する行為が犯罪化されている。
しかし，この時点では，自己使用及び所持については
対象とされなかった。2007年の改正では，スポーツに
おけるドーピング目的での禁止物質の取引，処方，他
人に対する使用，物質の一定量以上の所持が犯罪化さ
れる。その後，2009年，2010年には文言の微修正等が
行われ，2015年の Gesetz gegen Doping im Sport 2015
の制定に至っている。本法律の制定にあたっての司法
大臣の説明では，自己ドーピングの処罰，関係者の処
罰，ドーピング処罰のためのスポーツ団体との連携強
化が大きな柱である 27)としており，これまで刑罰の対
象となっていなかった自己使用が対象となった点は大
きな改正点である。
④日本
日本は，2003年にコペンハーゲン宣言に署名し
WADA及びWADA規程を支持する 24)とともに，2006
年にユネスコ国際規約を締結している 25)。日本では，
アンチ・ドーピング法は存在しないが，2011年に制定
されたスポーツ基本法において，公正なスポーツの観
点から，アンチ・ドーピング活動の重要性に対する国
民の認識の深化などについて基本理念に定めるととも
に，ユネスコ国際規約にしたがって JADAと連携を図
りつつ，国はドーピングの検査，アンチ・ドーピング
に関する教育及び啓発，その他のアンチ・ドーピング
活動の実施に係る体制の整備及び国際的なアンチ・
ドーピングに関する機関等への支援等を行うことが規
定されている。
ユネスコ国際規約の締結後には，文部科学省が策定
したガイドラインにより，JADAや競技団体の役割等
が規定され，JADAは，これらを踏まえてWADA規
程を遵守した日本アンチ・ドーピング規程を策定し国
内規程の整備を図っている。加えて，2013年には独立
行政法人日本スポーツ振興センター法（以下，「セン
ター法」という。」が改正され，スポーツにおけるアン
チ・ドーピング活動の推進に関する業務及びスポーツ
に関する活動が公正かつ適切に実施されるようにする
ため必要な業務を JSCの業務としている。国の薬事規
制としては，医薬品，医療機器等の品質，有効性及び
安全性の確保等に関する法律，大麻取締法，麻薬及び
向精神薬取締法において使用等を禁止する物質を規定
している。この中には，WADA規程で禁止する物質が
含まれているが，これらは一部（麻薬類など）に過ぎ
ないことからアンチ・ドーピングのための規制として
は十分とはいえない。
⑤各国比較
各国のアンチ・ドーピング関係法令・政策をみると，
比較対象国では共通するような法令・政策体系はみら
れなかった。アンチ・ドーピング法を有するのはドイ
ツだけであった。ドイツは，薬事法であるGesetz ueber 
den Verkehr mit Arzneimitteln Arzneimittelgesetzか
ら発展したGesetz gegen Doping im Sport 2015におい
て刑罰やインテリジェンス収集などの高度なアンチ・
ドーピング関係の事項について規定している。オース
トラリアは，設置法において ASADAの役割や権限を
規定することで行政機関としての取組を可能にし，イ
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ンテリジェンス収集などについてもASADAの役割と
していた。英国と日本は，法律ではなく政策によりユ
ネスコ国際規約の履行のための措置を講じるなど国内
のアンチ・ドーピング活動を推進している点は類似し
ている。ただし，同じ政策であっても英国の UK 
National Anti-Doping Policyは，国会で承認された政
策であるが，日本のガイドラインは大臣決定である点
は相違している。アンチ・ドーピング法以外の薬事規
制については，オーストラリア，英国，日本ともに各々
の法規制を有している。オーストラリアでは州におい
て薬事規制が行われ刑事罰が導入されている。英国は，
国の薬事規制によりステロイド剤などの競技力向上を
目的とした物質も規制対象として刑事罰を導入してい
る。日本は，国の薬事規制はあるものの禁止薬物が一
部しか含まれていない状況であった。なお，スポーツ
全般を対象とするスポーツ基本法を制定してアンチ・
ドーピングに関する事項を規定していたのは日本だけ
である。
比較対象国では，法令・政策体系はまちまちであっ
たが，アンチ・ドーピング活動のために必要な措置は
適切に法令・政策として規定されていた。日本では，
法的措置の具体的な内容は明らかにされていないが，
比較対象国からはインテジェンス収集及びドーピング
捜査だけでなく，アンチ・ドーピング活動の全体を勘
案した法令・政策の検討が必要なことが見て取れる。
（3）インテリジェンス収集
①オーストラリア
オーストラリアでは，ASADA法により ASADAは
行政機関として他の行政機関から情報を受け取り，ま
た情報を提供することができる権限を有している。
CEOは行政機関の主要役員であると解され，税関から
の情報を入手可能としている。具体的には，情報管理
を規定する条項において CEOの税関情報へのアクセ
ス及び使用を規定しており，税関で保護されている情
報が，禁止物質の輸入又は輸入する試みに関して，輸
入又は輸入する試みが連邦政府の法律に反する，
NADOスキーム対象競技者又はNADOスキーム対象
支援者が輸入又は輸入する試みに疑うに足りる合理的
な理由がある，禁止物質が NADOスキームの対象の
1人以上の競技者が使用するためのものであることを
疑うに足る合理的な理由がある，これらいずれかの条
件を満たす場合は，この情報は ASADAの機能の目的
のためにASADAによって使用される情報であると解
され，CEOによる管理，使用，開示は認定されると規
定されている。このほか，ASADAは税関，警察機関
（連邦及び州），医薬品局，国際警察機関，医療機関の
規制関係機関，スポーツ関係団体等と覚書を交わしさ
らに連携を強固なものとしている 4)。加えて，ASADA
の CEOは，スポーツ担当大臣から任命され，現 CEO
は警察官僚である。警察当局との連携及び捜査ノウハ
ウの継承がなされるとともに，円滑な情報共有をめざ
している 28)。
前述のとおり，2006年に ASADAが設立されたの
は，2004年に起きたMark French事件がきっかけとな
り，アンチ・ドーピング規則違反の捜査権限などを強
化したアンチ・ドーピング機関の必要性が高まったこ
とによる。ASADAは 2008年には，既にアンチ・ドー
ピング規則違反の 25％をインテリジェンス収集及び
ドーピング捜査などから摘発していた 4)。
②英国
英国では，UK National Anti-Doping Policyによっ
て，UKADや関係行政機関のインテリジェンス収集に
関する事項を規定してインテリジェンス収集を実施し
ている。具体的には，UKADは法の執行機関やその他
公的機関との間でインテリジェスを共有するため覚書
又は同様の手続きを行うこと。UKADは，スポーツ団
体，競技者，競技者支援要員，その他関係者からイン
テリジェンス収集を行うことができるように手続きを
行うこと。UKADは，すべてのインテリジェンスが適
用可能な法的要件に従って処理され安全かつ適切に捜
査されフォローアップされることを保証するために必
要な政策と手続きを実施することが規定されている。
実際に税関・重大組織犯罪対策機構，医薬品庁と覚書
を締結し，協力関係を通じた情報交換の枠組みを明確
化している 18)ほか，警察機関からの情報提供について
は，警察機関の情報開示条件を規定している Serious 
Organized Crime and Police Act 2005に開示先として
2010年に UKADを追加している 7)。UKADでは，さ
らに警察機関との情報共有を円滑に行うために，イン
テリジェンス部門長に警察経験者の採用も行ってい
る 7)。
2012年ロンドン大会に際しては，ロンドンオリン
ピック・パラリンピック競技大会組織委員会（以下，
「LOCOG」という。）にアンチ・ドーピング活動を担
当する部局が設置され，LOCOGも UKADが覚書を締
結した行政機関等と覚書を締結するなどして情報共有
を行っている。ただ，実際のインテリジェンス収集は
UKADが行い，LOCOGは中立的立場をとったとされ
ている 18)。
③ドイツ
ドイツでは，Gesetz gegen Doping im Sport 2015に
よって，インテリジェンス収集に必要な事項が規定さ
れている。具体的には，ドーピング・コントロール・
システムの枠組みの中で懲戒処分をとる必要がある場
合は，裁判所又は検察は刑事手続き上の個人情報を
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NADAに提供することができるとし，NADAの行政
機関からの情報提供を可能にしている。個人情報の取
扱いについても規定しており，NADAはドーピング・
コントロール・システムを適用する必要がある場合は，
競技者の姓名，競技者の性別，競技者の生年月日，競
技者の国籍，競技者の競技種目及び所属する競技団体，
競技者のトレーニング拠点及びグループ，アントラー
ジュの姓名，アンチ・ドーピング規則違反，競技会外
検査対象者の適用及び居場所情報を対象として，これ
らの個人情報を収集，処理，使用する権利を与えられ
ると規定されている。これらに加えて，競技者の健康
情報についても規定しており，個人情報の取扱いと同
様に NADAがドーピング・コントロール・システム
を適用する必要がある場合は，血液や尿検体に関する
情報，治療使用特例に関する情報を収集，処理，使用
する権利を与えられると規定されている。
本法律では，刑罰を導入（後述する）し，インテリ
ジェンス収集のための行政機関からの情報提供，個人
情報や健康情報の取扱い等についても規定されている
ため，ドイツではインテリジェンス収集が機能する体
制となっている。
④日本
日本では，現在，JADAが関係の行政機関との情報
共有によるインテリジェンス収集ができる体制は確立
されていない。日本の現行法においては，行政機関の
保有する個人情報の保護に関する法律及び独立行政法
人等の保有する個人情報の保護に関する法律を活用す
ることによって，競技者等の個人情報について行政機
関から JSCを経由して JADAへ情報提供を行うことが
可能である。しかし，この場合は，「法令に定めがある
場合」，「本人同意」，個人情報を保有する行政機関の長
が「相当な理由がある」と判断した場合又は「特別な
理由がある場合」に限られている。2020年東京大会等
のような限られた期間に多量のアンチ・ドーピングに
関する情報を処理しなければならない状況では，個別
に「本人同意」や行政機関の長の判断を求めるような
手法では支障が生じる恐れがある 7)。
JADAがアスリートやコーチなどのドーピングに係
る個人情報を取り扱う場合についても，個人情報保護
法において利用目的による制限又は第三者提供の制限
等の諸義務が課されている。特定の事案においては制
限の例外措置を取ることも可能ではあるが，2020 年東
京大会を考慮すると確実にドーピングに関する個人情
報の提供を受けることができるような新たな仕組み作
りを行うことが必要であり，そのための特別な法的措
置の検討が必要になる 7)と考えられる。以上のような
点が現在文部科学省タスクフォースにおいて検討され
ている 7)。
⑤各国比較
各国のインテジェンス収集は，国内アンチ・ドーピ
ング機関の設置形態や性格を踏まえて，各々が適切な
アンチ・ドーピング法令・政策によって実行を可能に
していた。この中で，オーストラリアは，設置法にお
いてASADA設立当初からASADAの役割としてイン
テリジェンス収集を規定し，さらに他の行政機関と覚
書を締結するなどの体制を構築して既に実績を上げて
いる。ドイツは，法律にインテリジェンス収集につい
て規定するとともに，個人情報，健康情報，刑罰につ
いても規定していた。英国は，法的な措置は講じてい
ないが，政策によりインテリジェンス収集を規定する
とともに，UKADと他の行政機関との覚書の締結や警
察の開示条件の規定の改正によりインテリジェンス収
集を可能としている。このほか，オーストラリアと英
国では，両国とも警察経験者を国内アンチ・ドーピン
グ機関に採用している点は類似している。
日本は，現在のところ JSCを経由して行政機関から
JADAに情報提供することでインテリジェンス収集を
行うことを想定しており，このための法的措置を検討
している。しかし，このような日本の体制は比較対象
国とは大きく異なる体制であり，実行に向けて検討す
るべき事項が多々あると推察される。
（4）ドーピング捜査
①オーストラリア
オーストラリアでは，ASADA法により CEOに競技
者のヒアリングを行う権限及びアンチ・ドーピング規
則違反の可能性を捜査する権限が与えられている。こ
れらは，WADAの検査及びドーピング捜査に関する国
際基準に規定されているようなドーピング捜査の実
施 3)を可能にしている。ASADA自体には，警察や検
察のような刑事捜査の権限が与えられているわけでは
ないが，競技者がヒアリングのための召還指示にした
がわない場合などは行政罰が課される。前述のとおり，
クイーンズランド州のように薬事規制を行っている州
の場合は，規制対象となる物質の不正取引や所持など
があった場合は刑事罰が科される。
②英国
英国では，UKADが刑事捜査を行うような権限は有
していない。WADA規程で禁止するステロイド剤など
はMisuse of Drugs 1971の規制物質に指定され，薬物
の製造及び供給の制限，薬物の所持の制限に対して刑
事罰が科されている。薬物の製造及び供給の制限には
最長 14年の懲役と罰金，薬物の所持の制限では単なる
所持であれば最長 2年の懲役と罰金，供給を目的とし
た所持の場合には最長 14年の懲役と罰金とされてい
る。1996年以来，ステロイド剤などがMisuse of Drugs 
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1971の規制物質に指定され摘発の事例はあるものの，
捜査官レベルでは伝統的な禁止物質とは性質が異なる
ことから対応が困難との指摘もある 18)。
③ドイツ
ドイツでは，前述のとおり，Gesetz gegen Doping 
im Sport 2015によって刑罰が規定されている。禁止薬
の製造，販売等は 3年以下の懲役又は罰金，禁止薬の
所持は 2年以下の懲役又は罰金，多数の健康を害する
死の結果を招くなど重大で深刻なアンチ・ドーピング
規則違反は1年以上10年以下の懲役又は罰金等の刑罰
が規定されていることから警察による捜査が行われる
ことがある。なお，NADAの捜査権については，Gesetz 
gegen Doping im Sport 2015に規定がなく，法的な捜
査権は認められていない。
④日本
日本では，現在 JADAにドーピング捜査権はない。
今後，ドーピング捜査を検討するにあたっては，アン
チ・ドーピングに係る刑事罰を導入するかどうかと大
きく関わる。日本はアンチ・ドーピング規則違反の確
定率が低いことから，国内的には，日本の競技者に対
し，刑罰を導入する必要性は低いと考えられている 7)。
他方，国際的には，ロシアの組織的ドーピングをはじ
め，ドーピングはスポーツの価値を脅かす深刻な問題
となっていることや日本は 2019年ラグビーワード
カップ，2020年東京大会を控えていることから，国内
情勢だけで判断することはできないという指摘もあ
る。引き続き，競技者を守るという観点，抑止力とな
りうるかという観点，また法実務的な観点等を含め，
刑罰等の罰則を設けることの是非について法律の専門
家等によりさらなる検討を行う必要がある 7)。以上の
ような点が現在文部科学省タスクフォースにおいて検
討されている 7)。
⑤各国比較
ドーピング捜査については，全ての国において国内
アンチ・ドーピング機関が刑事捜査のような権限を有
していなかった。ただし，オーストラリアだけは，CEO
にドーピングに関する捜査が可能とされていた点は特
徴的な点である。刑罰については，ドイツが Gesetz 
gegen Doping im Sport 2015に規定しているほかは，
オーストラリアは州レベルの一部で，英国は国で薬事
規制として刑罰を規定している。日本の場合は，禁止
物質の一部が国の薬事規制に含まれているという状況
である。
日本のドーピング捜査を検討する場合には，比較対
象国を参照すると，刑罰の導入の是非が大きく関係す
ることがわかる。このほか，JSCの捜査権限，薬事規制
との関係などが検討の視点であることが示唆される。
4．考　　察
本研究の目的は，比較対象国との比較から今後の日
本のアンチ・ドーピング体制の構築のための示唆を得
ることであった。以下では，本研究の結果において特
に課題と考えられる点に着目して考察することとす
る。
（1）JSCの中立性の確保
国内アンチ・ドーピング体制の確立までの経緯をみ
ると，各国の国内アンチ・ドーピング機関は独立した
機関の必要性により設置され，インテリジェンス収集
及びドーピング捜査の体制構築の後も国内アンチ・
ドーピング機関の独立性は確保されている。日本の場
合は，国内アンチ・ドーピング機関である JADAの民
間団体としての性格はこれまでどおり維持しながら，
新たに独立行政法人である JSCを経由して行政機関と
の情報共有を行うことを想定している。この日本が想
定する体制であると JSCは競技力向上とアンチ・ドー
ピングの両方を担う機関になるという問題があげられ
る。2012年ロンドン大会の開催国である英国を参照す
ると，UKADが UKスポーツから独立した経緯は競技
力向上とアンチ・ドーピングの利益相反の恐れが懸念
されたことにあった。文部科学省タスクフォースの検
討では JSCはハイパフォーマンスセンターを有し競技
者やコーチ等とのネットワークを通じて情報を得るこ
とでインテリジェンス収集に有益であるとしている
が，ロシアの組織的ドーピングが問題となっている中
で，これはアンチ・ドーピング関係機関と競技力向上
を担う機関が同じ組織であることを意味することにな
り，望ましい体制とはいえないと考えられる。加えて，
JSCは，競技団体や競技者の競技力向上を財政的にも
支援する機関である。日本の場合は，JSCの中立性の
確保について検討する必要があると考えられる。
（2）包括的な法整備の必要性
各国のアンチ・ドーピング関係法令・政策をみると，
比較対象国では共通するような法令・政策体系はみら
れなかった。しかし，比較対象国は各々が国内アンチ・
ドーピング体制の構築に必要な措置を法令・政策に規
定している。具体的には，国内アンチ・ドーピング機
関の役割，規律パネルの設置，教育及び研究の促進，
個人情報の取扱い，インテリジェンス収集などについ
て法令・政策として規定している。
日本においては，スポーツ基本法が理念法的性格で
あることから，単独法を制定することで，アンチ・ドー
ピングなどはさらなる実行性が確保されると考えられ，
アンチ・ドーピング法に対する期待は大きい。現実的
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にもインテリジェンス収集及びドーピング捜査だけが
法律事項になることは考えにくい。日本は，インテリ
ジェンス収集及びドーピング捜査の法的措置だけでな
く，スポーツ基本法を踏まえて比較対象国を参照しな
がらアンチ・ドーピング活動に必要な措置について包
括的な法整備を検討する必要があると考えられる。
（3）JSCと JADAの連携の必要性
各国のインテリジェンス収集の方法をみると，比較
対象国では 1つの国内アンチ・ドーピング機関がイン
テリジェンス収集を行うのに対して，日本では JSCと
JADAという 2つの機関での体制が想定されている。
これは比較対象国とは大きく異なる体制であり，この
体制で IOCやWADAが求めるような成果をあげるこ
とは難易度が高いものと推察される。WADAは，検査
及びドーピング捜査に関する国際基準 3)やインテリ
ジェンス収集及びドーピング捜査の解説 4)でインテリ
ジェンス収集及びドーピング捜査を実行するために
は，国内アンチ・ドーピング機関と行政機関との間の
情報や専門的な知見などの相互提供をはじめ高度な連
携が必要であることを示している。これは，決して容
易なことではなく，オーストラリアや英国がWADA
の求めることを実行するために念入りな体制を構築し
ていることからも理解できる。
このことから，日本の場合は JSCと JADAの連携が
重要であり，オーストラリアや英国の具体的な手法を
研究することに加え個人情報の保護に関する法的措置
のほか日本独自の方法について十分検討する必要があ
ると考えられる。
（4）ドーピング捜査及び刑罰の導入
ドーピングの刑事捜査については，すべての比較対
象国の国内アンチ・ドーピング機関がその権限を有し
ていなかった。オーストラリアについては，刑事捜査
ではなくドーピングに関する捜査についてのみ可能に
していた。ドーピング捜査は，刑事罰や薬事規制と大
きく関係する。アンチ・ドーピングに関する刑罰につ
いては，ドイツだけが法律で規定しており，その他は
薬事規制との関係で刑罰を導入している英国などがみ
られた。
日本では，刑罰の導入についても検討事項となって
いるが，特にいくつかの点については，比較対象国を
参考にしながらも，国内事情も含めて慎重に判断する
べきと考えられる。1点目は，ドイツなどは既に刑罰
を導入しているが，日本ではWADA規程を遵守した
中で民間における契約違反としてドーピングを行った
者はスポーツ制裁を受けることになっており，これに
加えて刑罰を科すということになるとそれは抑止効果
等の観点から意味があるのかどうかという点である。
2点目は，ドイツは 2015年の立法から自己ドーピング
を規定しているが，競技者自身のドーピングのような
自傷行為に対する刑罰は現在のところ日本の法律には
ないという点である。3点目は，刑罰の導入により競
技者だけが対象になった場合には競技者に対する差別
的扱いとなりスポーツ基本法に反する恐れるがあると
いう点である。これらの検討にあたっては，ドイツで
これまで Gesetz ueber den Verkehr mit Arzneimitteln 
Arzneimittelgesetzの改正において焦点となってき
た，他人への行為に対する刑罰，不正取引に対する刑
罰，禁止薬物の量による刑罰，自己使用に対する刑罰
と時代とともに検討してきた経緯は参照するべきであ
る。加えて，英国でのMisuse of Drugs 1971の規制薬
物の改正がUKADとACMDとの協力による禁止物質
に関する調査研究のエビデンスにより行われている点
も参照するべきである。このようなことから，刑罰の
導入については，十分議論を尽くす必要があると考え
られる。
5．結　　論
アンチ・ドーピングにおけるインテリジェンス収集
及びドーピング捜査の体制に関する日本，オーストラ
リア，英国，ドイツとの比較分析から，新たな日本の
アンチ・ドーピング体制の構築のための課題が示唆さ
れた。具体的には，JSCの中立性の確保，包括的な法
整備の必要性，JSCと JADAの連携の必要性，ドーピ
ング捜査及び刑罰の導入が課題として明らかになっ
た。このことは，2020年東京大会の成功及び今後の日
本のアンチ・ドーピング活動の推進に貢献するもので
あると考えられる。
注　記
注 1) 日本臨床スポーツ医学会主催の第 26回学術集会シ
ンポジウム「2020年に向けたアンチ・ドーピング」
（2015年 11月 7日開催）及び日本スポーツ法学会主
催のシンポジウム「アンチ・ドーピング法制化に向
けた検討課題」（2016年 6月 19日開催）においてイ
ンテリジェンス収集及びドーピング捜査等につい
て議論されている。
注 2) 高山は，ドーピングの刑法的規制の比較研究におい
て，スポーツ団体が行政機関の性格を有する法的枠
組の中でドーピングが扱われるフランス，スポーツ
制裁と刑事罰が併存し自己使用も犯罪とされている
中で民間スポーツ団体の制裁制度にも国のコント
ロールが強く及ぶイタリアなどと比較して，ドイツ
はスポーツ団体の地位や刑法理論において日本と
共通性を有し参考になる点があると論じている 21)。
注 3) 本論においては，IOCからはオーストラリア，英国
を調査しインテリジェンス収集及びドーピング捜
査の体制を構築することを要請されていることか
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ら，結果においてはオーストラリア，英国，ドイツ
を参照した後に日本の状況を記述することとする。
注 4) Mark French事件とは，自転車競技においてドーピ
ング目的の不正取引が明るみになり，議会において
アンチ・ドーピング機関のドーピング捜査権限が問
題となった事件。議会に提出されたこの事件の調査
報告による勧告を受けて，2006年に広範な権限を有
する ASADAが設立されている。
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